
事業番号 - - -

（ ）

(目) 教職員研修費 0.1 0.1

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 職員旅費 1.1 2.5

翌年度へ繰越し（D) - - - -

1,138.8

5.0

0.0

(目)

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

1　帰国・外国人児童生徒教育等に係る研究協議会等：都道府県等教育委員会の担当指導主事等を対象とした協議会を直接実施により開催し、研究協議や情報交換等を行う。
2　帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業（補助事業）
　Ⅰ　帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業：自治体が行う帰国・外国人児童生徒等の受入促進、日本語指導の充実、支援体制の整備等に関する取組を支援す
るため、当該事業にかかる経費の1/3以内を補助。
　Ⅱ　外国人の子供の就学促進事業：不就学や自宅待機となっている外国人の子供を対象に、公立学校や外国人学校等への就学に必要な支援を学校外において実施する自治
体に対して、当該事業にかかる経費の1/3以内を補助。
3　日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業（委託事業）：日本語指導が必要な児童生徒等への指導・支援体制構築のためのポータルサイトの維持管理。外国
人児童生徒等教育に関する動画コンテンツの作成。日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等や外国人の子供の就学状況等に関する調査。
4　児童生徒の日本語能力把握の充実に向けた調査研究（委託事業）：日本語能力評価方法改善のための調査研究及び散在地域における児童生徒の実態把握のためのネット
ワーク構築に向けた調査研究を行う。

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 700.6 789.7 957.6

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

765.5 909.6 1,084 1,195.8 1,237.9

予備費等（E) - - ▲48.3 -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 765.5 909.6 1,132.3 1,195.8 1,237.9

- - -

帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業（補助事業）【補助率1/3】

平成22年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0065

文部科学省

政策 1　新しい時代に向けた教育政策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな指導・支援体制を整備するため、個々の実態を踏まえた日本語指導の在り方の検討、教員や支援員の確保及びその資質の向上等に
取り組み、帰国・外国人児童生徒等に対する教育の充実を図る。また、平成27年度からは、言語、家庭環境その他の事情により不就学・自宅待機となっている外国人の子供に対
して、日本語等の指導や学習習慣の確保に取り組む自治体その他団体等で連携した支援体制の構築を図り、公立学校等への就学を支援する。

国際教育課
国際教育課長
中野　理美

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（A規約）
第十三条
一　この規約の締結国は、教育についてのすべての者の権利を認める。
児童の権利に関する条約
第二十八条
一　締約国は、教育についての児童の権利を認めるものとし、（以下略）

関係する
計画、通知等

新たな教育振興基本計画（令和5年6月16日閣議決定）
外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策 （平成30年12月25日外国
人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定、令和4年6月14日改訂）
外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ（令和4年6月14日）

事業名 外国人児童生徒等への教育の充実 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度

施策 1-6 男女共同参画・共生社会の実現及び学校安全の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-
000019646_1-6.pdf

(目)

事業概要URL https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 1,195.8

庁費 0.1

1,170.6

85%

1.2

執行率（％）
=(G)/(F)

92% 87% 88%

教育政策推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
92%

主な増減理由（・要望額・予備費）

87%

令和6年度要求

(目)

(目)

53.3

　

　

　

(目)

1.2 3.3

0.0

0.1

56.3

教育支援体制整備事業費補助金

教育政策推進事業委託費

諸謝金

委員等旅費

その他

1,237.9

令和3年度に実施した「日本語指導が必要な児童の受入状況等に関する調査」の結果において、日本語指導が必要な児童生徒は約5.8万人であることが明らかとなり、約10年前の
数値と比べると1.8倍と増加傾向にあり、言語等の多様化も進んでいる。一方、日本語指導が必要な児童生徒の集住化・散在化が課題であり、特別の指導を受けられていない児童
生徒が約1割存在していることも明らかとなった。また、令和4年度に実施した「外国人の子供の就学状況等調査」の結果において、約8千人が不就学の可能性があることが明らか
となった。これらの調査結果からも、日本語指導体制整備や自治体が行う日本語指導支援体制や外国人児童生徒の受入促進等の取組に対する補助事業による支援等をより一層
促進していく必要があり、外国人児童生徒等教育に対するきめ細かな支援が急務である。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-

-139 154

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

外国人児童生徒の増加が見込まれるが、きめ細かな支援事業の補助団体の取組が普及することで支援体制が確立され、集住地域、散在地域を問わずにどの地
域においても外国人児童生徒等が充実した日本語指導が受けらるようにするため。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

78 -

-

目標値 ％ -

95.5 -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

163

外国人児童生徒数は、平成24年度より約10年間で1.8倍に増加していると同時に言語等も多様化しているのが現状であり、このような状況下において、外国人児
童生徒等への教育支援の充実が求められる。特に散在地域においては、外国人児童生徒の受入れや支援体制整備に課題が見られるため、補助事業を活用し、
きめ細かな指導・支援体制を構築していく必要があるため。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

108

令和2年度 令和3年度 令和4年度
8 年度

-

85

目標年度

6

きめ細かな支援事業の補助金交付団体の取組（実績報告）について、文部科学省HPにて公開し、支援体制等を普及している。非補助団体においても、これらの取
組を参考として、支援体制等が普及し、外国人児童生徒等に対するきめ細かな指導が展開されることを期待しているため。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（令和3年度）
※当該調査は隔年度ごとに実施している。平成30年度調査の次は令和2年度に実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止。令
和3年度に実施した。

令和2年度 令和3年度

-

-

10

定量的な成果指標

きめ細かな支援事業の取組成果が全
国に普及し、多くの自治体できめ細か
な指導が提供される

目標値 ％ 80 80

年度

外国人児童生徒等の増加や多様化に
影響されず、全国どの地域の公立学校
においても充実した日本語指導等が受
けられるようになる

-

達成度

単位 令和2年度

-

- 97.5 -

全国の小・中学校で「特別の教育課程」の
編成・実施による日本語指導等を受ける
児童生徒の割合
※日本語指導が必要な児童生徒のうち特別の配慮に基づく指導
を受けている児童生徒のうち日本語指導における「特別の教育課
程」による指導を受けている児童生徒数÷日本語指導が必要な
児童生徒のうち特別の配慮に基づく指導を受けている児童生徒
数×100

成果実績 ％ -

目標最終年度

達成度 ％

80

↓

活動内容①
（アクティビティ）

学校における帰国・外国人児童生徒等
の受入れ体制を整備する自治体の取
組を支援

公立学校における指導・支援
体制の構築及び受入促進に
関する事業実施の地域数

活動実績

年度

85 85

定量的な成果指標 単位

地域 139

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 地域

- -

170

活動目標 活動指標

108

達成度 ％

-

↓

きめ細かな支援事業の補助金交付団
体で、日本語指導等の体制整備が進
み、外国人児童生徒等の増加・多様化
に関わらず、きめ細かな指導が提供さ
れる

域内の小・中学校で「特別の教育課程」の
編成・実施による日本語指導等を受ける
児童生徒の割合
※日本語指導が必要な児童生徒のうち特別の配慮に基づく指導
を受けている児童生徒のうち日本語指導における「特別の教育
課程」による指導を受けている児童生徒数÷日本語指導が必要
な児童生徒のうち特別の配慮に基づく指導を受けている児童生
徒数×100

成果実績 ％ - 81.2

-

【帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業】
学校での受入れ体制を整備する自治体の取組支援を行うに当たり、国として特定の実施項目を促進するために毎年度実施要領を改正し、必須事項・重点事項を
設定

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（令和3年度）
※当該調査は隔年度ごとに実施している。平成30年度調査の次は令和2年度に実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止。令
和3年度に実施した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（令和3年度）
※当該調査は隔年度ごとに実施している。平成30年度調査の次は令和2年度に実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止。令
和2年度に実施した。

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

本事業におけるインパクトを「全ての外国人の子供は就学する機会を得るとともに、日本語指導が必要な全ての児童生徒が学校で充実した教育を受けることで、
日本における生活の基礎を身に付け、その能力を伸ばし未来を切り拓くことができる」と設定しており、地域の特性や外国人児童生徒等一人一人の実態に即した
日本語指導等の充実を求めているため。

- - - -

目標値 - - - -



活動内容②
（アクティビティ）

【外国人の子供の就学促進事業】
就学状況や進路状況等に関する調査の実施及び就学ガイダンスの実施、就学案内の作成・就学勧奨

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

外国人の子供の就学促進に取り組む
自治体を支援する

外国人の子供の就学促進事
業実施の地域数

活動実績 地域 23 25 27 - -

当初見込み 地域 24 25 26 32 -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握等に関する指針（令和2年7月）」において、学齢簿の編成に際し外国人の子供の就学状況を一体的に管理・把握
することを求めているため。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

6 年度

全国の自治体で就学管理の改善が図
られる

学齢簿の編製に当たり、外国人の子
供についても一体的に就学状況を管
理する自治体の割合
※「実施自治体数÷全自治体数×
100」

成果実績 ％ - 85.1 86.4 -

目標値 ％ - 90 90 90

達成度 ％ - 94.6 96 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

外国人の子供の就学状況等調査（令和3、4年度）により、各自治体の実態を把握。
※令和元年度に初めて調査を実施。令和2年度にも実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止。

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握等に関する指針（令和2年7月）」を発出し、外国人の子供の就学促進・就学状況把握のために自治体が講ずべき
指針を示しており、その指針の具現に向けて自治体が就学促進と取組の推進を求めているため。

成果目標及び成果実績
②-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

8 年度

全国の自治体で全ての外国人の子供
の就学状況が一体的に管理・把握でき
るようになり、就学促進の取組が推進さ
れる

就学促進の取組により不就学
の可能性がある外国人の子
供の数が減少する

成果実績 人 - 10,046 8,183 -

目標値 人

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

外国人の子供の就学状況等調査（令和3、4年度）により、不就学の可能性があると考えられる外国人の子供の数を把握。
※令和元年度に初めて調査を実施。令和2年度にも実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止。
※就学を希望しているにもかかわらず、不就学となっている子供の数は把握していない。

- 19,417 10,046 8,183

達成度 ％ - 51.7 81.5 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

外国人の子供の就学状況等調査（令和3、4年度）により、不就学の可能性があると考えられる外国人の子供の数を把握。
※令和元年度に初めて調査を実施。令和2年度にも実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止。
※就学を希望しているにもかかわらず、不就学となっている子供の数は把握していない。

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

各自治体の就学案内や就学勧奨が徹底され、全ての外国人の子供が就学する機会を得るとともに、学校で充実した教育を受けることで、日本における生活の基
礎を身に付け、その能力を伸ばし未来を切り拓くことができるようにするため。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

学齢の全ての外国人の子供の就学状
況が把握されるとともに、就学案内や
就学勧奨の徹底により、公立小中学校
等への就学を希望する全ての外国人
の子供が就学する

-

- - - -

目標値 人 - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績 人

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

本事業におけるインパクトを「全ての外国人の子供は就学する機会を得るとともに、日本語指導が必要な全ての児童生徒が学校で充実した教育を受けることで、
日本における生活の基礎を身に付け、その能力を伸ばし未来を切り拓くことができる」と設定しており、希望する全ての外国人の子供が公立小中学校に就学できる
ようにするため。

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和9年度実施)

-
点検結果

・国が支援の方向性を示し、各自治体の取組を補助事業等で支援したり、事業内容を共有
できるようにHP等にて情報発信したりすることにより、着実に外国人児童生徒等に関する体
制整備が進みつつある状況である。また、日本語指導が必要な児童生徒のうち、学校にお
いて、特別の配慮に基づく指導を受けている者の割合が増加（前回調査より外国籍の児童
生徒は11.5ポイント、日本国籍の児童生徒は13.7ポイント増加「日本語指導は必要な児童生
徒の受入状況等に関する調査（令和3年度）」）していることからも、一人一人に対するきめ
細かな支援が図られているところである。
・支出先を選定する際の一般競争入札については競争性を確保している。

-

-

この事業は、外部有識者の所見の通り、指標の設定について一部見直しを行うとともに、契約・執行手続きについて、一者応募案件が見受けられるため、内容や
スケジュールの見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

外部有識者の所見

定性的な指標を設定しているものについて、事業の効果を適切に測るために、定量的な指標を設定できないか引き続き検討されたい。

0057

2021 文科

上記への対応状況

・散在地域への視察（青森県）を行い、自治体の取組状況を現状把握したり、補助事業等についての相談にのったりしている。
・JICAとの連携を行い、人材確保について意見交流を行っている。
・調査結果から、自治体に聞き取り調査を行い現状把握に努めている。

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0053

令和4年度公開プロセスにおける取りまとめ
【事業内容の一部改善】
・散在地域における自治体の取組や外国人児童生徒等の居住実態と教育のカバー状況のさらなる実態把握が必要。
・地域社会、市民、企業の積極的協力を、さらに得ることができる事業の構築が必要。
・就学促進事業については、地域資源のさらなる活用へ重点を置いた戦略を進めるとともに、政府広報の活用などあらゆる施策を活用した教育の機会を失わない
ための戦略が必要。
・文部科学省がリーダーシップをもって人材の掘り起こしを行うとともに、現場とつなげることは非常に重要。
・データをきちんと分析し、状況を把握することが必要。

-

令和2年度 文部科学省 0054

0057

令和4年度 2022 文科 21

帰国・外国人児童生徒数の増加、言語の多様化に対する受入れや支援体制、散在地域の受入れや支援体制の構築など課題が山積している。これらの課題に対
し、担当指導主事連絡協議会等を通じて、改善に向けてネットワークを構築したり、情報共有したりして、帰国・外国人児童生徒等の教育が推進されるように支援
し、取組を促進させていく必要がある。

　　【帰国・外国人児童生徒等の現状について】　https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/genjyou/1295897.htm

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0105

平成29年度 0108

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0118

平成25年度 0111

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

外部有識者の指摘を踏まえ、散在地域の取組の実態把握に努めた。今後も散在地域への支援、さらに高等学校における日本語指導等の充実を図るべく、事業内容の一部を見直
す。また、一者応募案件に関しては、早期の公募情報の周知や仕様書の見直しにより、競争参加者の増加を図る。

事業内容の一部改善

執行等改善

0108

平成30年度 109

平成23年度 0114

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 0113

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



※令和4年度実績を記入。

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省

957.6百万円

諸謝金
職員旅費
委員等旅費
庁費
教職員研修費

1.5百万円 
1.1百万円
0.7百万円
0.1百万円
0.08百万円 を含む

A 都道府県・指定都市・

中核市等

894.7百万円

・帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな

支援事業 163自治体

・外国人の子供の就学促進事業 27地域

B 株式会社BTree 2百万円

帰国・外国人児童生徒の受入から卒業後の

進路まで一貫した支援体制の構築を図るため、

受入促進・日本語指導の充実・支援体制の整

備等に対する支援を行う。

日本語指導が必要な児童生徒等の指導・支援のため、先進地域において作成した

教材や資料等の成果を集約・共有するめのポータルサイトの維持管理を行う。

教育支援体制整備事業費補助金
日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業

C 株式会社パデコ 5百万円

外国人の子供の就学状況等に関する調査を行う。

【補助金等交付】

委託【一般競争（総合評価）】

委託【随意契約（企画競争）】

集住地域、散在地域それぞれの日本語指導における課題解決の

ための方策について、先進的なプログラムを開発する。

多文化共生に向けた日本語指導の充実に関する調査研究

D 国立大学法人愛知教育大学

8.6百万円

E 国立大学法人弘前大学

18百万円

高等学校における日本語指導体制整備事業

F 国立大学法人東京学芸大学

10.9百万円

高等学校における日本語指導体制構築の手引やカリキュラムづくり

のガイドラインを作成する。

高等学校等における日本語能力評価に関する

予備的調査研究事業

G 国立大学法人東京外国語大学

15百万円

高等学校における日本語能力把握に関する先進事例調査や日本語

能力評価方法の研究を実施する。

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（企画競争）】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社BTree 1120001202160 ポータルサイトの維持管理 2
随意契約（企画

競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- - -10 川崎市 7000020141305
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

33 補助金等交付

-

9 神戸市 9000020281000
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

33 補助金等交付 - - -

- -

8 豊橋市 3000020232017
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

37 補助金等交付 - -

- - -

7 浜松市 3000020221309
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

45 補助金等交付 -

6 群馬県 7000020100005
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

46 補助金等交付

-

5 豊田市 5000020232114
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

47 補助金等交付 - - -

- -

4 大阪市教育委員会 6000020271004
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

51 補助金等交付 - -

- - -

3 愛知県 1000020230006
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

56 補助金等交付 -

2 横浜市 3000020141003
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

72 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 名古屋市 3000020231002
帰国・外国人児童生徒等に対するき
め細かな支援事業（補助事業）

77 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 15 計

その他 会議費、通信運搬費、消費税相当額 1.3

一般管理費 一般管理費 0.6

印刷製本費 作文成果集 0.4

消耗品費 事務用品等 0.6

雑役務費 作文検索インターフェース構築 0.8

旅費 調査研究旅費等 2.6

諸謝金 アドバイザー謝金等 3.2

人件費 専門職員人件費等 5.5

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 18 計 10.9

その他 会議費、通信運搬費、借損料、消費税相当額 1.6

一般管理費 一般管理費 0.3

諸謝金 指導講師謝金等 0.9

その他 旅費、通信運搬費、借損料、消耗品費、雑役務費、消費税相当額 2.2 印刷製本費 手引き・ガイドライン印刷等 1.2

一般管理費 一般管理費 0.4 雑役務費 ウエブサイト改修等 1

人件費 事務補佐員人件費 1.7 消耗品費 事務用品等 0.5

印刷製本費 報告書等 1.3 旅費 調査活動等 0.6

諸謝金 日本語支援者等諸謝金 12.4 人件費 非常勤講師人件費 4.8

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5 計 8.6

一般管理費 一般管理費 0.5

その他 諸謝金、旅費、会議費、通信運搬費、消費税相当額 0.7

一般管理費 一般管理費 0.4 人件費 研究推進員人件費等 2.2

通信運搬費 オンラインアンケート費用等 0.3 消耗品費 事務用品等 2

旅費 電車代等 0.1 雑役務費 音声データのテープ起こし費用等 0.5

人件費 コンサルタント賃金等 4.2 印刷製本費 教材冊子等 2.7

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

8 事業費 諸謝金、借損料、消耗品費、消費税相当額

一般管理費 0.2

その他 借損料、通信運搬費、消耗品費、委託費 1

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

旅費 母語指導補助員通勤費用等 3 一般管理費

計 77 計 2

0.5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 母語指導補助員賃金等 65 人件費 ポータルサイト開発・運用作業賃金 1.3

保険料 母語指導補助員保険料等



C

D

E

F

G

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

100％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立大学法人東京外国語大
学

4012405001287
高等学校における日本語能
力評価に関する調査

15
随意契約（企画

競争）
1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人東京学芸大学 8012405001283 高校の日本語指導体制整備 10.9
随意契約（企画

競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人弘前大学 4420005005394 先進的プログラムの開発 18
随意契約（企画

競争）
1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1 100％ -1 国立大学法人愛知教育大学 1180305005064 先進的プログラムの開発 8.6
随意契約（企画

競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社パデコ 5010401095154
外国人の子供の就学状況等
調査

5
一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
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